
別紙１ 

「印紙税法基本通達」新旧対照表 
（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

別表第 1 

課税物件、課税標準及び税率の取扱い 

 

第１号の１文書 

不動産、鉱業権、無体財産権、船舶若しくは航空機又は営業の譲渡に関する契約書  

 

（船舶の意義） 

19 「船舶」とは、船舶法（明治 32 年法律第 46 号）第 5 条に規定する船舶原簿に登録を

要する総トン数 20 トン以上の船舶及びこれに類する外国籍の船舶をいい、その他の船舶

は物品として取り扱う。 

なお、小型船舶の登録等に関する法律（平成 13 年法律第 102 号）第 3 条に規定する小

型船舶登録原簿に登録を要する総トン数 20 トン未満の小型船舶も物品として取り扱うの

であるから留意する。 

 

第１号の２文書 

地上権又は土地の賃借権の設定又は譲渡に関する契約書  

 

（土地の賃借権の意義） 

２ 「土地の賃借権」とは、民法第 601 条に規定する賃貸借契約に基づき賃借人が土地（地

下又は空間を含む。）を使用収益できる権利をいい、借地借家法（平成 3 年法律第 90 号）

第 2 条に規定する借地権に限らない。 

 

 

 

別表第 1 

課税物件、課税標準及び税率の取扱い 

 

第１号の１文書 

不動産、鉱業権、無体財産権、船舶若しくは航空機又は営業の譲渡に関する契約書 

 

（船舶の意義） 

19 「船舶」とは、船舶法（明治 32 年法律第 46 号）第 5 条に規定する船舶原簿に登録を

要する船舶をいう。 

なお、船舶原簿に登録を要しない船舶は、物品として取り扱う。 

 

 

 

 

第１号の２文書 

地上権又は土地の賃借権の設定又は譲渡に関する契約書  

 

（土地の賃借権の意義） 

２ 「土地の賃借権」とは、民法第 601 条に規定する賃貸借契約に基づき賃借人が土地（地

下又は空間を含む。）を使用収益できる権利をいい、借地法（大正 10 年法律第 49 号）第

1 条に規定する借地権に限らない。 

 

 

 



改     正     後 改     正     前 

非課税文書 

非課税法人の表、非課税文書の表及び特別法の非課税関係 

 

（健康保険に関する書類の範囲） 

９ 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 195 条《印紙税の非課税》に規定する「健康

保険に関する書類」には、保険施設事業の実施に関する文書、同法第 150 条に規定する事

業の施設の用に供する不動産等の取得等に関する文書及び組合又は連合会の事務所等の

用に供するための不動産の取得等に関する文書を含まない。 

 

非課税文書 

非課税法人の表、非課税文書の表及び特別法の非課税関係 

 
（健康保険に関する書類の範囲） 

９ 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 6 条《印紙税の非課税》に規定する「健康保

険に関する書類」には、保険施設事業の実施に関する文書、同法第 23 条に規定する施設

の用に供する不動産等の取得等に関する文書及び組合又は連合会の事務所等の用に供す

るための不動産の取得等に関する文書を含まない。 

 

 



改     正     後 改     正     前 

別表第３ 

 

 

別表第３ 

 

 



別紙２ 

「租税特別措置法（間接諸税関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）新旧対照表 
（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

第三章 印紙税の軽減税率等措置関係 

（租特法第 91 条《不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例》、第 91 条の

２第 1 項《約束手形に係る印紙税の税率等の特例》及び第 91 条の４《株式分割等に係る

株券等の印紙税の非課税》関係） 

 

第三章 印紙税の軽減税率等措置関係 

（租特法第 91 条《不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特例》、第 91 条の

２第 1 項《約束手形に係る印紙税の税率等の特例》及び第 91 条の４《株式分割等に係る

株券の印紙税の非課税》関係） 

 
（株式分割等に係る非課税となる株券等の発行届出） 

６ 租特法第 91 条の 4《株式分割等に係る株券等の印紙税の非課税》の規定の適用を受け

ようとする場合における租特規則第 42 条《株式分割等に係る株券等の届出》に規定する

届出書の様式は、別紙様式 19「株式分割等に係る印紙税非課税株券等発行届出書」によ

る。 

なお、租特法第 91 条の 4第 3項に規定する「当該株券等を作成しようとする場所」の

判定にあたっては、印紙税法基本通達第 80 条の規定を準用することとして差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（株式分割等に係る非課税となる株券の発行届出） 

６ 租特法第 91 条の 4《株式分割等に係る株券の印紙税の非課税》の規定の適用を受けよ

うとする場合における租特規則第 42 条《株式分割等に係る株券の届出》に規定する届出

書の様式は、別紙様式 19「株式分割等に係る印紙税非課税株券発行届出書」による。 

 

なお、租特法第 91 条の 4第 2項に規定する「当該株券を作成しようとする場所」の判

定にあたっては、印紙税法基本通達第 80 条の規定を準用することとして差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改     正     後 改     正     前 

別紙様式 19 

 

 

別紙様式 19 

 




